
  

第５回 大阪市新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

                          

日時：令和２年４月３日（金） 

                             15時00分～ 

場所：市役所５階特別会議室 

 

次  第 

                                

議 題                

 

(１) 感染症の状況について 

 

(２) 市立学校園の運営について 

 

(３) 市管理施設のイベント自粛の考え方について 

 

(４) 国の経済対応策について 

 

(５) その他 





















































































感染者の状況

府内感染者数

市内感染者数

（医療従事者）

（医療従事者）

（医療従事者）

（兵庫県在住）

（医療従事者）

大阪市在住・所在

大阪府在住・所在

「No.」　大阪府報道発表の順

帰国者関係

京産大関係

帰国者関係

京産大関係

24 0 21 0 3

6 0 6 0 0

5 0 5 0 0

2 0 2 0 0

（数字囲みは退院者）

（二重枠は新規追加分）

注釈

70代男性

No. 25 70代男性 70代女性 40代女性

3/6

3/12 同居
家族

3/12
接触

3/14

No. 100 70代女性
同居
家族

3/13

No. 86 No. 85

No. 90

60代女性 50代男性 同居家族

3/6
同僚

3/4

No. 24 No. 15 30代男性 50代男性 60代女性

3/11 3/10 3/8

5440代男性 No. 80 No. 67 No.

3/17

No. 110 50代男性 同居家族

3/10

No. 73 接触

30代男性 20代女性 30代男性 20代女性 60代男性

3/73/10
接触

3/8 3/8 3/11
接触

53 No. 76 No. 41No. 60 No. 47 No.

50代男性 20代女性

接触

3/11 3/11

No. 79
接触

No. 77 接触

40代女性 20代女性 20代女性 30代男性 20代女性 20代女性 40代男性

3/8
接触

3/123/11
接触

3/6 3/10 3/10 3/7

No. 40 No. 46 No. 89No. 74 No. 21 No. 63 No. 64

40代女性60代男性 30代女性 40代女性 50代女性 40代女性

3/7 3/7 40代男性3/17 同居
家族

3/10 3/10 3/7

3/12No. 37 No. 38 No. 39No. 111 No. 58 No. 62

接触 No. 83

30代男性 30代男性 40代女性 60代女性 30代女性 20代男性 40代女性

3/19 3/4 3/8 3/8 3/7 3/7 3/7

35 同居
家族

51 No. 34 No. 36 No.No. 118 No. 12 No. 50 No.

No. 44 No. 48 No. 49

同僚

30代女性

3/10

30代男性 20代女性 40代女性 30代女性 50代女性 40代女性

3/8 3/8 3/8 3/6 3/5 3/7

40代男性 60代女性
接触

3/4
接触

No. 61No. 29 No. 32 No. 33

3/10

50代男性

3/6 同居
家族

3/8 3/8 3/8 3/6

7245 No. 18 No. 13 No.No. 19 No. 52 No. 42 No.

30代男性 30代男性 50代男性 40代女性

50代女性 30代女性 40代女性 60代男性 50代女性 40代女性

3/4 3/6 3/6 3/6 3/6 3/6

No. 27 No. 28 50代女性No. 14
配偶者

No. 22 No. 23 No. 26
受診

3/6

3140代女性 50代女性 40代女性 30代女性 30代女性 No.

40代女性 3/3 3/3 3/6 3/4 3/4 3/4

50代男性

No. 11 同居
家族

3/6

同僚 3/2

40代女性 No. 30

No. 10 No. 16 60代男性2/28 No. 7 No. 8 No. 20 No. 9

No. 6 接触

2/28
配偶者

50代男性

40代女性

No. 3 3/2

No. 5

2/28 同居
家族

2/27

未就学児 40代男性

No. 4 No. 2 札幌市
男性

ライブハウス参加【48人】

ライブハウス関係【74人】

その他 99 4 89 1 5

ﾗｲﾌﾞﾊｳｽ関連 35 0 8 0 27

141 4 104 1 32

その他 207 10 173 3 21

日現在）

ﾗｲﾌﾞﾊｳｽ関連 74 0 14 0 60

311 10 214 3 84

累計 重症 軽症等 死亡 退院

（ 4 月 2発症状況（ライブハウス関係）



大阪市在住・所在

大阪府在住・所在

「No.」　大阪府報道発表の順

危機管理室作成発症状況（海外からの帰国者及び濃厚接触者）

（数字囲みは退院者）

50代男性

20代男性 20代女性 20代女性 70代男性 30代男性 30代女性

3/27

3/27 3/28 3/29 3/30 3/31

（二重枠は新規追加分）

No. 233No. 173 No. 190 No. 201

3/31

No. 172

3/26

3/28

3/28

3/28

40代女性 40代男性 未就学児女性 30代男性 70代男性

3/22 同居
家族

3/22 同居
家族

3/22 3/25

60代男性

No. 179

No. 180 No. 214 No. 221

No. 130 No. 149 No. 155

20代男性

40代女性

No. 129 No. 128

50代女性

No. 271

4/1

40代男性

No. 305

4/2

20代女性

注釈

70代男性

119 No. 122

3/14 3/24 3/20 同居
家族

3/18

99 No. 140 No. 123 No.No.

同居
家族

3/20

30代女性 40代男性 60代女性 20代男性

（ 4 月 2 日現在）

No. 268

4/1

3/23

No. 132

海外からの帰国者及び濃厚接触者【24人】

（兵庫県103例目と接触）

30代男性

No. 178



（武漢繋がり） （兵庫県在住）

（医療従事者） （医療従事者）

同僚

（医療従事者）

（兵庫県161例目と接触）

接触 接触

同僚

千葉県45例目と接触

奈良県6例目と接触

接触

接触

（兵庫県在住）

接触

接触

接触

（医療従事者）

（医療従事者）

同居

接触

大阪市在住・所在

大阪府在住・所在

「No.」　大阪府報道発表の順

危機管理室作成発症状況（その他）

（数字囲みは退院者）

（二重枠は新規追加分）

注釈

同居
家族

3/31

3/31

20代女性 20代男性

40代女性

50代男性

10代男性

3/31

No. 241 No. 242

No. 220

170

3/31

20代女性 20代男性

3/31

3/31 3/31

60代女性

20代女性

No. 226

No. 23740代女性

No. 219

223

3/31

3/31

No. 230

3/31

20代女性

No. 165 50代女性

20代女性

240

20代女性

3/31 同居
家族

3/31

同僚

No. No.

3/31

50代男性 70代女性

3/27 同居
家族

3/29

40代男性

No. 213

3/27

20代女性 接
触

同僚
3/30

3/31

No. 232

96 No. 103

3/14

No. 280

20代男性 20代女性

同僚 接
触

3/28

接
触

3/26
同僚

3/31

20代男性

No. 228

接触

60代男性

No. 138

20代男性

3/12

20代女性

3/12

3/31

30代男性

No. 229 3/29

No.

194

No. 236

40代男性 40代女性

接触

No. 182 接触

196

No. 181 No.

3/29

No. 216

158 接触

30代女性 30代男性
接触

3/27

No. 183 No. 159 No.

No. 151 No. 227

同僚
3/29

No.

167

235

30代女性

No.

3/29

No. 202

40代女性 10代男性

50代女性

3/30 同居
家族

3/30

3/24 同居
家族

30代男性

3/27 同居
家族

No.

60代女性
同居
家族

195

60代女性

No.

50代男性

50代男性

30代男性

20代女性

50代男性

3/29

3/29

3/29

3/29

3/30

207

No. 208

No. 205

No.

No. 40代女性 40代男性 50代男性

No. 231

3/28
接触

30代男性

20代男性

配偶者

3/27

40代男性

176

157

20代男性

接触
3/24【重症】

3/28 同居
家族

3/27

40代男性 3/27

3/27

3/30 3/27

No. 211 No. 164

接
触

3/31

198

40代男性

No. 209 No. 210

同居
家族

接触

30代男性

20代女性

接触 30代女性

20代男性 40代女性 3/28

3/28

3/17

50代女性

70代男性

No. 199

同居家族

接触

No.

No.

No. 193

同居家族 3/29

30代男性

接
触

接触
接
触

40代女性

40代男性 30代女性 20代女性

80代女性

3/29

3/27【重症】

3/27

50代女性 40代女性
接触

3/15

No. 189

No.

3/27

174

接触

3/31

3/31

3/31

3/25 同居
家族

3/25【重症】

238

No.

3/25
同僚

No. 175

No. 186

No. 143 No. 206

147 No. 148

222 No.

50代女性

40代女性

40代男性 70代男性

20代男性

No.

80代女性

No. 109

No. 225

No. 141

3/29

No.

No. 139 No. 197

No.

接触
3/22 60代男性

40代男性

20代男性

No. 234

No.

30代女性

40代女性

40代男性

30代男性

3/18

3/18

3/18

3/18

116

No. 117

114

No. 115

3/25

No. 224

No.

30代女性

50代男性

3/25

No. 146

No. 126
接触

No. 145

60代男性 60代女性

30代女性

60代男性

80代男性

3/28

3/31

3/31

3/31

3/31

No. 239

No. 218

3/263/26

3/26

3/27

No. 154

No. 156

No. 169

No. 153

3/17

70代男性

113

No.No. 65

50代男性 50代女性

50代男性

80代男性

40代男性20代女性

50代女性

40代男性

40代男性 40代男性

3/25

No. 144

136

No. 243

No. 244

No. 108

No. 106

No. 187

No.

No.

3/163/16 同居
家族未就学児

No. 107

3/15

121

No. 105

No. 171

No. 185

3/28

87 88

接触

20代女性

212

3/28
接触

217

No.

3/31

40代女性

3/21 3/23

152

No. 160

No.

50代女性

同居
家族

同居家族

No. 177

3/30

10代男性

3/29

20代男性

No.

3/27

No.

4/2

3/24

70代女性

3/23

3/24

20代女性

40代男性

40代男性20代男性

50代男性

142

3/27【重症】

3/273/27

3/21

3/22

No. 131

No. 133

No.

166

No. 124

No.

127

No. 137

No. 98 No.

20代女性

60代女性

30代男性

No.

40代女性

3/26

3/14

3/31

3/24

20代男性

40代男性

3/30

200

同居家族

60代男性

3/29

接触

No.

30代男性

60代男性

60代男性

70代女性

No. 102

3/10
接触

3/12

3/15

3/20【重症】

3/13【重症】

同居
家族

134No. 125 No.

接触

50代男性 40代男性

No.

3/22

3/24

3/14【重症】

No. 163

小学生

No. 97

No. 101

3/14

203 同居
家族3/29

60代男性

No. 215

204

78

No. 92

70代男性

20代女性

80代男性

3/11

188

No.

55

3/10【重症】 同居
家族

3/15

70

No. 71

No. 75

40代男性

3/27

No. 168

No.

40代女性 20代女性 50代男性

40代女性

3/10

同居
家族

3/27
接触

No. 161

3/4【死亡】

3/10【死亡】

3/10

3/10

68

3/28
接触

3/12

3/10

No.

3/28

No. 191

No. 91

3/183/13

3/14
接触

No. 95

No. 69

No.

（ 4 月 2 日現在）

50代女性

30代男性

30代女性

57 No. 104No. No.

No. 59 No. 81

No. 192

3/29

20代女性 40代男性

17

No. 66No. 43

No. 56

No. 82

3/8

3/10

No.

No.

4/1

30代男性

84184 No.

20代男性20代女性
接触

3/103/8

70代男性

同僚

No. 272

4月1日

30代男性
同居
家族

No. 273

No.

4月1日

40代女性 70代男性

40代男性

50代男性

No.

279

4/2

20代女性

3/11

40代女性

3/14

接触

112

No.

No. 246

4/1

70代女性

No. 247

4/1

20代男性
接触

3/12

No.

3/14

No. 93

No. 94

No.

50代男性

120

70代男性

3/14【死亡】

3/20

80代女性

40代男性

No. 250

4/1

10代女性

No. 251

4/1

10代男性

No. 249

4/1

No. 264

4/1

40代女性

No. 265

4/1

40代女性

261

4/2

40代男性

4/1

40代女性

No. 262

4/1

40代女性

No. 263

4/1

40代女性

No. 257

4/1

20代男性

No. 255

4/1

20代女性

No. 256

4/1

20代女性

No.

No. 267

4/1

40代男性

No. 269

4/1

70代男性

10代女性

4/1

10代男性

No.

254

4/1

20代女性

252 No. 253

4/1

30代女性

259

4/1

10代男性

258

4/1

10代男性

No.

4/1

未就学児男性

No.

京都産業大学関係者【6人】No.135,150の濃厚接触者（親族）

No. 266

4/1

50代男性
接触

No. 260

No. 286

4/2

30代男性
接触

No.

3/24【重症】 同居
家族

3/26

No. 135 No. 150

No. 162

4/2

30代男性
接触

No. 281

4/2

20代男性

No. 282

No. 283

4/2

40代男性

No. 284

4/2

30代男性

No. 285

4/2

40代男性

No. 274

4/1

No. 288

4/2

30代男性
接触

No. 289

4/2

40代男性

No. 290

4/2

30代男性

No. 291

4/2

40代男性

同僚

No. 248

4/1

20代男性

同僚

287

292

4/2

40代男性

No. 293

4/2

60代男性

No. 294

4/2

70代男性

No.

40代男性

4/1【重症】

60代男性

245

70代男性

60代女性

4/2

50代女性
接触

No. 295

4/2

60代男性
同居
家族

No.

4/2

20代男性

No. 304

4/2

40代女性

No. 306

4/2

30代男性

No. 307

4/2

70代男性

No.

No. 311

4/2

50代男性

No. 298

4/2

20代男性

No. 299

4/2

50代男性

No. 300

4/2

20代女性

No. 301

4/2

80代女性

No. 301

4/2

80代女性

1/29　2/26

No. 1

40代女性

20代男性

No. 310

4/2

70代男性

No. 303

4/2

80代女性

296

308

4/2

70代男性

No. 309

4/2

No. 270

No. 297





市管理施設における集会、イベント自粛等についての取り扱い(案)  

  

令和２年４月３日 危機管理室 

 

1.  ４月～６月末期間中の市管理施設使用については、感染防止のための以下の条件を
満たさない、室内での集会、イベント等の新たな許可申請を受け付けない。 

  ・集会、イベント開催中は常に換気を行うこと 

・参加者間の距離を2ｍ以上確保し、お互いの接触は避けさせること 

  ・演者等と聴衆、観客との距離を5ｍ以上離し、お互いの接触は行わないこと 

  ・マスク着用の徹底及び消毒液を常備し、手に触れる箇所の消毒に努めること 

  ・後日、状態を確認できるようにするため、参加者の氏名、連絡先を取得すること 

 

2.  ４月～６月末の期間で既に使用許可を行っていたものについて、新型コロナウイル
ス感染症予防等を理由としたキャンセルは、申出時期にかかわらず既納の使用料、キャ

ンセル料等は返還免除する。 

 

3.   市民に対して、４月～６月末にかけて行われる集会、イベントについて、感染予防の
措置がとれないもの、とれていないものについての参加を避けるよう、より積極的に広

報する。 

同時に、市管理施設を所管する各所属は、施設の指定管理者経由ではなく、不要不急

の集会、イベントの開催自粛の依頼を主催者に直接行うとともに、開催する場合は1の

条件を順守するよう指導する。 

 

4.  新型インフルエンザ等対策特別特措法に基づき、知事が施設の使用制限要請を行っ
た場合は、知事が定める使用制限期間中の使用許可はすべて取り消す。なお、補償は行

わない。また、施設使用許可を受けている者には、事前にその旨を伝えておく。 

さらに、使用制限期間中は新たな使用許可は一切行わない。 

   

5.  国の経済対策として挙げられている、イベント事業者に対する給付金制度について、
制度創設の際は事業者に対して積極的に案内する。 

 

  



イベント自粛等について、主催者等への依頼文書 (ひな形案)   

 

 

行事・イベント主催者あて 

 

市管理施設を所管する所属 

 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防ぐための、 

行事・イベント等の自粛のお願い(依頼) 

 

新型コロナウイルス感染症への対応につきましては、国、府、市を挙げて感染拡大の防止に努めて

いますが、現時点においては、なお感染の拡大が続いている状況です。 

とりわけ、大都市である大阪市では、多くの人が集まる行事、イベント等の開催もあり、そのよう

な場所における集団感染発生が非常に危惧されるところです。 

この間、様々な機会を通じて開催自粛等のお願いをしてまいったところですが、改めて、以下の事

項について、何卒ご理解、ご協力を賜りたいと存じます。 

 

1. 室内で多くの方が集まる行事、イベント等については、なるべく自粛をお願いします。なお、

4月～6月末期間中の開催予定行事、イベント等で、感染防止のために開催自粛を行った施設

使用料については全額返還しますとともに、キャンセル料金は頂戴いたしません。 

2. 仮に、行事、イベント等を行う場合は、感染を少しでも防ぐために、以下の事項を厳守してく

ださい。なお、当該事項を厳守しても、感染リスクがゼロになるわけではないことを申し添え

ます。 

(1) 開催中は常に室内の換気を行うこと 

(2) 参加者間の距離を2ｍ以上確保し、お互いの接触は避けさせること 

(3) 演者等と聴衆・観客等との距離を5ｍ以上離し、お互いの接触は行わないこと 

(4) マスク着用の徹底及び消毒液を常備し、手に触れる箇所の消毒に努めること 

(5) 後日、状態を確認できるようにするため、参加者の氏名、連絡先を取得すること 

3. 今後、「新型インフルエンザ等対策特別措置法」に基づき、大阪府知事が大阪府域に緊急事態

宣言を行い、施設等の使用制限の要請を行った場合は、使用制限期間中の施設使用許可を取り

消すことがあります。なお、その場合の損失補償は行いません。 

 

 



市内事業者向けの主な支援策等について

経済戦略局

令和２年4月３日時点

政府の緊急対応策－第2弾－
（3月10日公表）まで反映

本資料の情報は、国や大阪府、金融機関等のホームページに掲載されている情報を大阪市が取りまとめたものです。



信用保証と融資のイメージ図

大阪市

①セーフティネット保証の
認定申請

②セーフティネット保証の
認定書の発行

市中金融機関
（府制度融資取り扱い）

③融資申し込み

④申込書送付
協議等

⑤調査・審査

⑥保証

⑦融資実行

日本政策金融公庫等

①融資申し込み

②融資実行

市内中小企業者

市内事業者にとって、政府系金融機関と市中金融機関(保証付)の複数の選択肢が用意されていることがメリット

信用保証協会

信用保証の仕組み 政府系金融機関からの直接貸付

1/6経済戦略局

認定書 ：大阪市（大阪産業創造館２階）

融資申込：市中金融機関（府制度融資取り扱いの49行の支店）
窓口 融資申込：日本政策金融公庫（市内に６支店）窓口

このページの情報は、国や大阪府、金融機関等のホームページに掲載されている情報を大阪市が取りまとめたものです。



信用保証付きの融資について

新型コロナウイルス感染症対応緊急資金
新型コロナウイルス感染症対策資金

（経営安定資金 危機関連）

セーフティネット保証４号 セーフティネット保証５号 危機関連保証

融資対象者
売上が前年比10％減少
（１か月）

売上が前年比20%減少
（3か月）

売上が前年比5%減少
（3か月）

売上が前年比15%減少（3か月）

業種 全業種 全業種 国が指定する業種 全業種

融資限度額 2億円（うち無担保8,000万円） ２億円（うち無担保8,000万円）

融資期間 ７年以内（据置１年以内） １０年以内（据置２年以内）

金利 年1.2％（固定） 年1.2％（固定）

保証料 保証協会の定める料率 0.90% 0.80% 0.80%

保証枠 一般保証 別枠保証（第１枠） 別枠保証（第２枠）

リスク負担
金融機関20%
保証協会80%

保証協会100%
金融機関20%
保証協会80%

保証協会100%

市中金融機関（府制度融資取扱金融機関）が、信用保証協会の保証を受けた中小企業に対し、貸付を実施

（府制度融資の概要）
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このページの情報は、国や大阪府、金融機関等のホームページに掲載されている情報を大阪市が取りまとめたものです。



政府系金融機関からの直接貸付について

政府系金融機関である日本政策金融公庫が、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企業に対し、直接貸付を実施

（日本政策金融公庫の貸付制度の概要）

新型コロナウイルス感染症特別貸付
特別利子補給制度
（詳細は追って公表）

小規模事業者・創業企業向け 中小企業向け

融資対象者
・最近1ヵ月の売上高が前年または前々年同期に比し5％以上減少 等

・中長期的にみて、業況が回復し、かつ、発展することが見込まれること

【概要】

・左の貸付を受けた事業者のうち、

■フリーランスを含む個人事業主

■売上高が急減した事業者

を対象に利子補給を実施（事後給付）

【対象】

・個人事業主 ：要件なし

・小規模事業者：売上高▲15%減少

・中小企業者 ：売上高▲20%減少

融資限度額 6,000万円（別枠） 直接貸付 3億円（別枠）
[補給対象上限]

・中小事業1億円
・国民事業3,000万円

融資期間
設備 20年以内（据置5年以内）
運転 15年以内（据置5年以内）

設備 20年以内（据置5年以内）
運転 15年以内（据置5年以内）

[期間]
・借入後当初3年間

金利
当初～3年目まで： 基準利率-0.9％

（3,000万円まで）
4年目以降 ： 基準利率

当初～3年目まで： 基準利率-0.9％
（1億円まで）

4年目以降 ： 基準利率
実質的な無利子化の実現

3/6経済戦略局

このページの情報は、国や大阪府、金融機関等のホームページに掲載されている情報を大阪市が取りまとめたものです。



経営相談、設備投資、販路開拓等について

支援対象 支援制度 概要
窓口

【実施主体】

経営相談を希望する
事業者向け

経営相談窓口の設置

大阪産業創造館（２F中小企業プラザ内）にて
経営相談を受付

※「大阪府よろず支援拠点」に設置

産創館2階

サプライチェーンの
毀損に悩む事業者向け

生産性革命の推進
・サプライチェーンの毀損に対応するための設備投資や販路開拓へ
の支援を優先的に実施

【以下の３制度は
経済産業省】

①ものづくり・商業・
サービス補助

新製品・サービス開発や生産プロセス改善等の
ための設備投資等を支援
：中小1/2小規模2/3 、1000万円

全国中小企業
団体中央会

②持続化補助

小規模事業者の販路開拓等のための取組を
支援：1/2 、50万円 大阪

商工会議所

③IT導入補助
事業継続性確保の観点から、ＩＴツール導入によ
る業務効率化を支援：1/2 、30～450万円

サービス等生産性
向上IT導入支援
事業事務局

大阪市において、
補助制度上の加点措置を受けるための
証明書（売上減少）の発行

4/6経済戦略局

このページの情報は、国や大阪府、金融機関等のホームページに掲載されている情報を大阪市が取りまとめたものです。



労働者の支援等につながる助成金等について

支援対象 支援制度 概要 窓口
【実施主体】

事業活動の縮小等に
より労働者（正規※）に
一時的に休業等を行う
事業主向け

雇用調整助成金の特例措置

事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、労働者に
休業等を行った場合、必要な休業手当・賃金等の一部
を助成

【助成率】大企業１/２、中小企業２/３※
【支給限度日数】１年間で100日

（３年間で150日）
追加特例：6か月未満の労働者（新卒等）も対象 等

大阪労働局
【厚生労働省】

労働者（正規・非正規）
に有給の休暇を
取得させた事業主向け

小学校等の臨時休業に伴う
保護者の休暇取得支援

こどもの世話を行う保護者に、有給休暇を取得させた
事業主に対する助成
【支給額】休暇中に支払った賃金相当額の

10/10（日額上限8,330円）

大阪労働局
【厚生労働省】

委託を受けて個人で
仕事をする方等向け
（個人事業主・フリーランス）

小学校等の臨時休業に
対応する保護者支援
（委託を受けて個人で仕事をする方向け）

こどもの世話を行う保護者に、就業できなかった日数
に応じて定額を支援
【支給額】日額4,100円

学校等休業助成金・
支援金受付センター
【厚生労働省】

テレワークを導入を
検討している事業主
向け

テレワークに関する情報提供
テレワーク相談センターでの無償相談
テレワーク情報サイトでの事例紹介 等

テレワーク情報サイ

ト【総務省】

テレワーク
相談センター
【厚生労働省】

時間外労働等改善助成金
（新型コロナウイルス感染症対策のため
のテレワークコース）

テレワークを新規で導入する中小企業事業主
に対する助成
【支給額】対象経費の合計額×１/２（上限100万円）

テレワーク
相談センター
【厚生労働省】

※自治体の長が一定期間の緊急事態宣言を発出して活動の自粛を要請している地域（現時点では北海道のみ）は助成率を引き上げ、非正規も対象

5/6経済戦略局

このページの情報は、国や大阪府、金融機関等のホームページに掲載されている情報を大阪市が取りまとめたものです。



 

 

 

各種支援制度の情報提供サイトの構築 6/6経済戦略局

◆新型コロナウイルス感染症拡大に伴う

各種の支援制度について、

利用者の目線に立って、必要な情報

を見つけやすく、わかりやすい形でお届け

（簡易な検索機能、目的別にカテゴライズ）

◆国の新たな経済対策も盛り込むなど、

最新の情報を集約・提供する新たな

ウェブサイトを、４月上旬に公開予定

（イメージ図）
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① 認定件数の実績・推移（3月2日～31日）
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①-2 認定件数の実績・推移（3月2日～31日）
認定件数 内４号 内５号 内危機関連

3月2日 227 91 ー 47 47 0 ー

3月3日 232 147 ー 115 113 2 ー

3月4日 224 178 ー 156 154 1 ー

3月5日 240 230 ー 189 187 2 ー

3月6日 209 294 ー 239 225 15 ー

3月9日 247 306 ー 252 240 12 ー

3月10日 210 233 ー 195 188 7 ー

3月11日 229 289 ー 246 229 17 ー

3月12日 334 247 ー 218 199 19 ー

3月13日 309 317 ー 256 230 23 3

3月16日 323 326 9 312 214 28 70

3月17日 411 318 47 311 180 18 113

3月18日 313 314 49 301 138 14 149

3月19日 397 295 82 324 141 11 172

3月23日 406 317 36 346 137 18 191

3月24日 353 255 41 247 87 19 141

3月25日 324 220 50 281 103 11 167

3月26日 328 229 27 268 110 3 155

3月27日 359 249 49 278 94 9 175

3月30日 467 273 40 292 106 5 181

3月31日 296 206 33 241 82 7 152

6,438 5,334 463 5,114 3,204 241 1,669

21 21 11 24 21 21 12

307 254 42 213 153 11 1391日平均件数

銀行経由

受付件数

金融

電話相談件数

申請受付

件     数

合計

営業日
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② 認定の属性分析（業種）（3月2日～27日）

製造業, 9.4%

卸売業, 17.1%

小売業, 11.5%

飲食業, 10.3%建設業, 11.8%

宿泊業, 4.5%

運輸業, 1.8%

不動産業, 11.6%

サービス業, 15.5%

その他, 6.7%

４号認定・危機関連保証認定（3/2～3/27）

製造業

卸売業

小売業

飲食業

建設業

宿泊業

運輸業

不動産業

サービス業

その他

卸売業842件（17.1％）
事業所数構成比
12.6％に比べて高い

建設業580件（11.8％）
事業所数構成比
4.9％に比べて高い

宿泊業220件（4.5％）
事業所数構成比
0.4％に比べて高い
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②ｰ2 認定の属性分析（業種）（3月2日～27日）

事業所数の構成比
全体 認定数 構成比 2016年 事業所数 構成比

製造業 462 9.4% 製造業 16,574 9.2%
卸売業 842 17.1% 卸売業 22,668 12.6%
小売業 568 11.5% 小売業 26,687 14.9%
飲食業 507 10.3% 飲食業 25,965 14.4%
建設業 580 11.8% 建設業 8,829 4.9%
宿泊業 220 4.5% 宿泊業 642 0.4%
運輸業 88 1.8% 運輸業 4,151 2.3%
不動産業 571 11.6% 不動産業 15,228 8.5%
サービス業 765 15.5% サービス業 34,203 19.1%
その他 330 6.7% その他 24,305 13.5%
合計（のべ） 4,933 100.0% 合計（のべ） 179,252 100.0%

セーフティネット保証4号・危機関連保証
認定件数の構成比
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③ 認定の属性分析（所在区）（3月2日～27日）
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4号・危機関連保証認定（3/2～3/27）

中央区1,157件（26.6％）
事業所数構成比
17.5％に比べて高い

西区453件（10.4％）
事業所数構成比
5.6％に比べて高い
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③-2 認定の属性分析（所在区）（3月2日～27日）

事業所数の構成比

認定数 構成比 事業所数 構成比
北 572 13.2% 北区 26,275 14.7

都島 91 2.1% 都島区 4,981 2.8

福島 93 2.1% 福島区 4,861 2.7

此花 28 0.6% 此花区 2,650 1.5

中央 1,157 26.6% 中央区 31,316 17.5

西 453 10.4% 西区 9,969 5.6

港 63 1.4% 港区 3,982 2.2

大正 47 1.1% 大正区 3,250 1.8

天王寺 169 3.9% 天王寺区 6,051 3.4

浪速 190 4.4% 浪速区 5,463 3.0

西淀川 81 1.9% 西淀川区 4,170 2.3

淀川 240 5.5% 淀川区 11,478 6.4

東淀川 107 2.5% 東淀川区 5,176 2.9

東成 99 2.3% 東成区 4,735 2.6

生野 154 3.5% 生野区 7,460 4.2

旭 54 1.2% 旭区 3,418 1.9

城東 89 2.0% 城東区 5,524 3.1

鶴見 56 1.3% 鶴見区 3,857 2.2

阿倍野 82 1.9% 阿倍野区 5,668 3.2

住之江 74 1.7% 住之江区 5,187 2.9

住吉 96 2.2% 住吉区 5,215 2.9

東住吉 97 2.2% 東住吉区 5,683 3.2

平野 142 3.3% 平野区 7,592 4.2

西成 115 2.6% 西成区 5,291 3.0

合計 4,349 100.0% 大阪市 179,252 100.0

セーフティネット保証４号・危機関連
保証認定件数の構成比



１．制度概要

○ 国保制度等においては、様々な就業形態の者が加入していることを踏まえ、傷病手当金については、条例を制定し
て支給することができることとしている（いわゆる「任意給付」）。

新型コロナウイルス感染症に関する国保・後期高齢者医療における傷病手当金の対応について

２．新型コロナウイルス感染症に関する対応

〇 国内の感染拡大防止の観点から、保険者が傷病手当金を支給する場合に、国が特例的に特別調整交付金によ
り財政支援を行うこととする。

●対象者

被用者のうち、新型コロナウイルス感染症に感染した者、又は発熱等の症状があり感染が疑われる者

●支給要件

労務に服することができなくなった日から起算して３日を経過した日から労務に服することができない期間

●支給額

直近の継続した３月間の給与収入の合計額を就労日数で除した金額 × ２／３ × 日数

※ 上記の支給額について、特別調整交付金により財政支援。

●適用

令和２年１月１日～９月30日の間で療養のため労務に服することができない期間（ただし、入院が継続する場合等は健康保険と同様、最長１年６月まで）


